
みんなが支えあうことで地域の課題を解決できる市だと思っている人の割合
2 ら

47.3 49.9 52.5 55 55 Ｄ
し ％ 44.7

46.2 46.8 43 44 44 △6.8

政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位
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後期基本計画 令和　４年度 基本施策方針評価書

０２ 健やかで笑顔にあふれるまち
０２ 安心と希望のある生活への支援

生活福祉課長  下佐　貴宏

１．基本施策の令和 4年度までの実現状況を明らかにする

要保護者等または経済的に困窮するなど様々な生活上の困難を抱えている方が、行政や関係機関の相談支援を受けながら、

それぞれの課題を解決でき、また、地域であたたかい支援を受ける中で社会とのつながりや周囲から支えられていることを

実感し、それぞれの希望に向かって前向きに踏み出すことができるような状態を目指します。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮 滝沢市はみんなが支えあうことで地域の課題を解決できる市だと思っている人の割合

1 ら 47.3 49.9 52.5 55 55 Ｄ
％ 44.7

し 46.2 46.8 43 44 44 △6.8

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

2 63.8 67.5 71.2 75 75 Ｃ
％ 60.1

福 65.4 62.6 62 63.2 63.2 20.8

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

02020100 要保護者等への各種支援
暮

滝沢市はみんなが支えあうことで地域の課題を解決できる市だと思っている人の割合
1 ら

47.3 49.9 52.5 55 55 Ｄ
し ％ 44.7

46.2 46.8 43 44 44 △6.8

02020200 生活に困窮している方への各種支援
暮

滝沢市は



り

を図ります。

【引継課

組

題】

生活保護の実施体

み

制、生活困窮者への支

と

援体制の充実、関係機

方

関との連携の強化、自

針

立のための支援は、一

に

定の終着点があ

るもの

つ

ではないことから常に

い

向上に努めていく必要

て

があります。

の達成（実現）状況

(１) 基本施策の実現に影響する社会環境変化

(２) 政策との関連性から基本施策の見直し

４．基本施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

様式Ｆ 最終更新日：令和  5年 7月24日 2頁

後期基本計画 令和　４年度 基本施策方針評価書

０２ 健やかで笑顔にあふれるまち
０２ 安心と希望のある生活への支援

生活福祉課長  下佐　貴宏

２．基本施策の実現に向けての令和 4年度までの取り組み状況を分析する

Ａ 達成した

・外部研修への参加等によりケースワーカーなど相談支援に当たる職員の育成や支援技術の向上を図ると共に庁内及び庁外

の関係機関と随時連携し、生活保護運営体制の充実を図りました。

・生活困窮者自立支援制度に基づき、委託先の滝沢市社会福祉協議会及

政

び関係機関と連携し、

 

相談支援体制の充実を

 

図りま

した。

(２) 

 

基本施策内の取り組み

 

と方針のうち、令和 

策

4年度の重点課題の達

:

成（実現）状況
Ａ 達成

基

した

【重点課題】

・職

本

員育成と関係機関との

施

支援のネットワーク構

策

築による生活保護及び

:

生活困窮者の支援体制

主

の充実強化を行います

管

。

・生活困窮者自立支

課

援法の努力義務とされ

長

た未実施任意事業の円

職

滑な実施に努めます。

・

【重点課題等に対する

氏

達成状況】

・研修等に

名

よる職員育成や関係機

関

関との連携による生活

係

保護及び生活困窮者の

課

支援体制の充実強化を

長

しました。

・生活困窮

職

者自立支援法の未実施

・

任意事業を開始し、円

氏

滑に実施しました。

３

名

．基本施策の実現に向

(

けての令和 4年度実

１

施後での変化を認識す

)

る

Ｂ 社会環境変化あり

 

経済情勢による生活困

基

窮者の人数増減がある

本

ため、生活保護事業等

施

及び生活困窮者自立支

策

援事業は、社会環境変

目

化の影響を

受けるもの

標

となります。

Ａ 必要な

の

し

政策達成のため、引

達

き続き同一内容の基本

成

施策の実施が必要であ

（

るため、見直しの必要

実

はありません。

(１)

現

 令和 6年度方針策

）

定に際し、今後の方向

に

性や引継課題
Ｂ 課題あ

向

り

【今後の方向性】

引

け

き続き生活保護運営体

た

制の充実に向け、ケー

計

スワーカー等の相談支

画

援に当たる職員の育成

期

及び支援技術の向上を

間

図りつつ

相談窓口機能

内

の充実、関係機関との

の

更なる連携強化及び支

取

援ネットワークの充実



政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(２)所管施策別事業実績表

No 施    策    名
計画額 実績額 比較 (%)
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後期基本計画 令和　４年度 基本施策方針評価書

０２ 健やかで笑顔にあふれるまち
０２ 安心と希望のある生活への支援

生活福祉課長  下佐　貴宏

02020100  要保護者等への各種支援
1

621,139 637,228 2.6

02020200  生活に困窮している方への各種支援
2

29,746 26,945 △9.4

02029000  【2-2 基本施策目標値入力用】
2

0 0 0.0


